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参考資料は
別冊に収納

東日本大震災の教訓をもとに「LPガス災害対策マニュアル」に、ハード対策（設備面）、ソフト
対策（体制面）を記載し、両対策を併せて講じることにより実効性のあるものとした。
また、参考資料として別冊には、近年の災害事例とその特徴や都道府県別中核充填所の一覧と各
種報告様式や例示基準の改正等を掲載しており、併せて活用いただきたい。

LPガス災害対策マニアル



平成23年3月11日東北地方でM9.0の地震の後、巨大津波が発生し甚大な被害をもたらした。

東日本各地での大きな揺れや、大津波・火災などにより、東北地方を中心に12都道
府県で2万2,325名の死者・行方不明者が発生した。これは明治以降の日本の地震被
害としては関東大震災、明治三陸地震に次ぐ被害規模である。

東日本大震災
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震度７の地震の後に大津波が襲来し、甚大な被害をもたらした。



東日本大震災では地震後の津波によって被害が拡大した



・2014年の8月豪雨により発生した広島市の土砂災害

・2015年9月には関東・東北豪雨により鬼怒川が決壊し茨城県常総市の水害

・2016年4月14日にM6.5の地震の後の16日にM7.3の本震が発生した熊本地震

・2017年7月には九州北部豪雨により大分、福岡県での水害

・2018年7月豪雨により中国地方で広範囲に水害

・2018年9月には北海道で初めて震度７の地震が観測された 北海道胆振東部地震

・2019年9月東日本台風により千曲川、阿武隈川が決壊 水害

・2020年7月豪雨による熊本県球磨川が氾濫 水害

・2024年1月 奥能登において震度7の地震が発生 能登半島地震
・2024年9月奥能登豪雨により地震の復旧地域において 水害

2011年3月の東日本大震災以降も毎年のように自然災害が発生している。



平成27年関東・東北豪雨 ２０１５．９

茨城県常総市で鬼怒川が決壊し、常総市の3/4が浸水しLPガス充填所も浸水した。



水没した機器やメーターは必ず交換
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石油化学新聞社提供 茨城県高圧ガス保安協会提供

給湯器配線カバーの中程まで水が来た
住民に管理会社から退避依頼が出た。
水没した機器の再利用は禁止
数ヶ月で錆びてガスが漏えいする。

水没し使用不可となった供給設備
被災地以外の支部、系列により調査
点検の結果、異常のあった供給設備は
住民に使用しないよう警告の札を掲示

被災地以外の支部、系列により一般消費者宅の点検調査を行い総点検調査数５，６５９件
そのうち使用可（緑のタグ）５，０１８件、使用不可（赤いタグ）６４１件を判定



M7.0 熊本県益城町、西原村で最大震度７ 死者 258人
4月14日のM6.2 益城町で最大震度７の前震に続き2日後に本震M7.3が発生。
約32秒後に大分県中部でM5.7地震が発生し、別府市と由布市で震度6弱を観測

平成２８年熊本地震 ２０１６．４．１６



地震直後の家屋と阿蘇神社



LPガス容器はいたるところで倒れ、ガスが抜けているものもあった



震災直後の避難場所での炊き出しと仮設住宅



平成29年九州北部豪雨 ２０１７．７

山肌が削られ、流木が市内にも流れ込んだ被災地



ＬＰガス容器も多数流出
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石油化学新聞社提供

流木が直撃したか浮力で倒れたか
５０Kg容器が下敷きになっている。
容器回収には細心の注意を！

膝の高さまでのぬかるみで近寄れないが
フェンスによって守られたバルク貯槽



平成30年西日本豪雨（倉敷）２０１８．７

高梁川からの逆流により真備地区は最高浸水想定のハザードマップと同じレベルまで浸水した。



充填所も浸水しLPガス容器が大量に流された。事務所も水没し顧客データも紛失した
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海上、河川からのLPガス容器の回収には協会防災積立金1,100万円を当てた。

瀬戸内海の小島に漂着したLPガス容器河川敷からの容器の回収



平成30年北海道胆振東部地震 ２０１８．９

山肌はいたるところで崩れ、地盤沈下でマンホールも浮き上がっている。



北海道で震度７の地震が観測
されたのは初めてで、大規模
停電によるブラックアウトが
発生した。

ガソリンスタンドも長蛇の列
ができたが、LPガス使用のタ
クシーや配送車は事なきを得
た。

ブラックアウトの札幌市内 渋滞するガソリンスタンド



令和元年１０月台風１９号 長野県 ２０１９．９

東日本台風により長野県の千曲川、福島県の阿武隈川が氾濫。北陸新幹線の基地も浸水した。
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線の基地

千曲川堤防の決壊により浸水した穂保地区 電柱には想定浸水深さを示す標識も
千曲川は、これまで何度も氾濫を繰り返し、市は注意喚起してきた。

令和元年東日本台風（長野）
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千曲川決壊現場の家屋 ２ｍ以上の濁流が流れ込んだ 再建をあきらめる住民も
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千曲川が氾濫した地区では、濁流により多くのLPガス容器が流された。
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濁流により引きちぎられたガス放出防止型高圧ホース 防止機能が働いてガス漏れはなし



九州に線状降水帯ができ局地的に猛烈な雨が降り、球磨川が氾濫して広範囲に浸水

令和２年７月豪雨 ２０２０．７



水で浮き上がり鎖から外れて流出する。 鎖は二重掛けにするかプロテクターに通すこと。



流されたLPガス容器の回収と、浸水した販売店の復旧にチームLPGが派遣された。
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能登半島地震 令和６年１月１日 ２０２４

輪島市の倒壊した7階建ビル

写真：消防庁消防研究センター資料
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倒壊した住宅輪島朝市の大火

火災に巻き込まれたLPガス容器 珠洲市宝立町の津波被害
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内灘町河北潟の沈下した堤防道路

内灘町河北潟の沈下してゆがむ道路

能登半島のいたるところで遮断された道路

内灘町西荒屋町の液状化現象

能登半島のいたるところで通行止めとなり、救援活動にも支障が出た。
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発災直後の珠洲市の充填所 発災直後の珠洲市の充填所

珠洲市内でのＬＰガス容器 輪島市内のＬＰガス容器
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珠洲市 見附島公園内の仮設住宅輪島市マリンタウン仮設住宅
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１月の地震の復旧もままならない中、奥能登はまた集中豪雨の被害にあった

令和６年９月 奥能登豪雨 2024
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流木が堆積した河原田川大谷川からの流木が流れ込んだ珠洲市大谷町

破損した大谷川の法面 店舗は地震で全壊したため、仮設店舗を設置



仮設住宅の床上浸水（R6.10.1撮影）

浸水した宅田町仮設住宅

仮設住宅のトイレ（床下は土砂が堆積） 仮設住宅のリビング（床下は土砂が堆積）
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仮設住宅の床上浸水

・輪島市：5団地(205戸)
・珠洲市：1団地( 17戸）

計 6団地(222戸)

地震で被災し入居した仮設住宅も浸水の被害にあった
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各種ハザードマップの活用

国土交通省や自治体が発行する各種ハザードマップには、洪水や津波、土砂災害等がある。
自宅や事務所、顧客の分布に併せて対策を立てる必要がある。特に道路事情に関しては通常とは
異なるルートが予測されるため、あらかじめ避難時等の経路は定めておくこと。

平成30年の西日本豪雨では、岡山県
倉敷市真備地区の洪水ハザードマッ
プの浸水想定区域と実際の浸水範囲
がほぼ一致した。



地震や洪水によりLPガス容器の転倒や流出を防止す
るため、ベルト又は鉄鎖の二重掛けは重要です。

LPガス容器の転倒、流出防止策（鎖、ベルトの二重掛け）

ベルト又は鉄鎖が外れにくい固定器具を使用し、プロテクターの
ある容器には開口部にベルト又は鉄鎖に通して取り付ける。

法律施行規則１８条供給設備の技術上の
基準が改正されました。

独立支柱による強化策

LPガス設備の災害対策強化 １．容器の転倒・流出防止対策



容器の傾倒、転倒、流出等や落下物が
ホース部分に当たり高圧ホースに所定の
張力が加わった場合ガス放出防止機能が
作動してガスが遮断される。作動すると
防止機器本体の赤色が表示される。

ガス放出防止型高圧ホースは地震や水害でLPガス容器が倒れ
た場合や、高圧ホースがちぎれた場合でもガスは遮断される。

LPガス容器が倒れると配管やメーターにも被害が生じる

LPガス設備の災害対策強化

ガス放出防止型高圧ホース

２．供給設備の強化策

ガスメーター及び調整器の取り付け位置は、容器より高い位置とすること。



落雪、落下物によるLPガス設備の損傷防止

地震や台風で瓦が落下したり、屋根からの落雪、雪降ろしや除雪の際に、調整器やガスメーター、
供給管等のLPガス設備を損傷するなどして、事故が発生しています。落下物や落雪からLPガスの
容器バルブを保護するためのツールもあります。

雪害対策に「ガス放出防止型単段式調整器
（折損式）」が有効です。入口接続部が折れ
遮断弁が作動してガス漏れを防止します。

LPガス設備の災害対策強化

容器バルブ保護プロテクター

３．落下物からの設備損傷防止策



【高リスク】
ハザードマップの浸水想定高さの最大値が敷地の外壁を超える場合は
ネット等で流出防止を図る。鉄パイプで流出防止柵をつくり、容器は
ロープやベルト、又は角リングで固定する。

東日本大震災では地震により充填所のプラットフォーム上の
LPガス容器が転倒、転落し津波によって流されました。
地震時に容器の転倒、転落を防止するため、プラットフォー
ムの外周に取り外し可能な策を設けた事例。

プラットフォームからのLPガス容器の転落防止、流出防止

【日団協技術指針 G高-002-2023】

LPガス設備の災害対策強化

【高リスク容器置き場】

４．製造施設からの容器流出防止策



発電機 嵩上げ工事

浸水により発電機、液層ポンプ、GHP等が浸水し、中核充填所
としての機能を果たせなかった。

５．製造施設の浸水対策

浸水防止版の設置

土嚢

排水溝のつまりはないか。日ごろからの点検清掃を忘れずに！



販売事業者における平時の対応

平常時に緊急避難先や難経路また、いつ従業員
を避難させるかを決定して下さい。

警戒レベル4は、「避難指示」です。すぐに避難

警戒レベル５は、「緊急安全確保」です。
命を守る行動をとってください。
警戒レベル5を待つことなく、警戒レベル4で避
難することが重要
避難の際にはＬＰガス容器のバルブを閉じ電気
のブレーカーもOFFにしてから避難する。

「災害時は命を守る行動が最優先」命を守るためには
あきらめも肝心。

平常時に被災時の判断基準を決めておくことが大事⇒優先業務に集中できる。

平時の準備 災害予想時の緊急対策
・災害に備えた事前チェックリストの整備
地震を除いて、災害の多くは気象庁の警報などで事前に対応が可能となる。
平常時、被災時、被災後に取るべき行動や、判断基準を明確にし、自社の
防災訓練に取り入れて、意識、行動の統一化を図る。
特別警報発令など大規模災害を想定して、従業員の安全、事務所設備の安全を図る
「災害準備チェックリスト」を作成しておく。

１．販売事業者等の防災体制



販売事業者における平時の対応

事務所が浸水の恐れのある場所にある
場合、事務所スペースを2階に移すこ
とや移転も検討する。
車両の避難先の確保やGHP、発電機等
もできる限り、かさ上げし浸水対策を
する。

電子化された顧客情報等は
クラウドでデータ管理を行う

２．販売事業者等の災害対策



バルク貯槽ユニットには、緊急時に
すぐに使用できるようにマイコン
メーターやガス栓ユニットが標準装
備されており、ワンタッチカップリ
ングを使えばコンロや暖房機器など
を簡単に接続することができます

販売事業者における平時の対応

災害時の避難者への対応として災害対策用バルクユニットなどがある。

避難所では洗濯機の要望も多く
災害支援洗濯車は喜ばれています。

３．災害に備えての対策



LPガス災害対策に係る体制整備 １．地域における災害対策組織の整備

LPガス販売事業者の大半は小規模な事業者であり、自ら
全般にわたる防災活動を行うには困難である。都道府県
LPガス協会は、災害に備え地域ぐるみの活動を推進すべ
く、LPガス販売事業者、卸売り事業者、及び保安機関、
配送機関等で構成する「LPガス災害対策組織」を編成す
るとともに、都道府県、市区町村との防災協定を締結す
る。

LPガス団体による中央連絡会議の開催
全国LPガス協会は大規模な災害が発生した時に、速や
かに被災した都道府県LPガス協会から被災状況及び復
旧状況等の情報収集を行い、復旧に必要な設備や機器
等が不足するおそれのある場合は、行政機関や関係団
体と調整の上、応援や物資の提供等の協力体制を要請
する中央連絡会議を開催する。

LPガス業界の全体の組織と概要

大規模な災害が発生すると、地域の充填所も被災し、
LPガス消費者へのLPガス供給もストップしてしまう。
国は国家備蓄されているLPガスを災害時にも放出できる
よう法整備を行い、被災地に安定供給できるよう全国に
３４４ケ所の「中核充填所」を指定した。

東日本大震災では、LPガス協会が被災し、情報活動も行え

なかったことから、広域LP販売事業者→日本液化石油ガ

ス協議会ルートを組み入れた。
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山口県 1 （株）エナジーサポート山口 玖珂営業所 岩国市周東町上久原308-3

2 ヤマサンガス（株）宇部ターミナル 宇部市大字妻崎開作1849-8

3 ヤマサンガス（株）山口ガスターミナル 山口市吉敷下東3-5-1

4 エネックス（株）宇部充填所 宇部市大字東須恵3861-2

5 （株）ホームエネルギー山陽 山口センター 山口市佐山字村山10747-6

6 小野田液化石油ガス協同組合 山陽小野田市大字東高泊1561-5

7 （株）三友 新田分室 防府市大字新田字西中ノ町166

8 西日本液化ガス（株）萩支店 萩市大字椿326-1

9 高山石油ガス（株） 下松市大字平田111

10 ＥＮＥＯＳグローブエナジー（株）岩国支店 岩国市装束町五丁目3-30

山口県下の中核充填所

日本海側



全国LPガス協会の保安委員会に於いて、LPガス被災状況報告書が
統一され、新様式により、支部もしくはLPガス協会へ報告する。
LPガス被災状況報告書は、被災地域・範囲を特定することにより
迅速な対応が可能となるため、販売事業者は第一報としての、
「被害あり・なし」の報告は重要である。

LPガス災害対策に係る体制整備 ２．災害時における情報の収集・発信

被災地における被災情報は、災害時の対応に重要な位置づけとなる。
都道府県LPガス協会の災害対策本部を情報の窓口として一本化し、
現場での被災状況に関する迅速かつ的確な情報が、協力への対応や
政策対応の優先順位の判断を左右する。

情報収集の・発信の一元化とルートの複層化

電気や都市ガスなどのライフラインは、「供給の止まった世帯数」の
報告はすぐに把握できるが、LPガスの場合、供給形態から現地の消費
先に出向かなければ供給が止まっているか確認することができない上
発災時にLPガス事業者が被災地に出向くこと自体困難である。

平時において、市町村別のLPガス消費者世帯数を把握すれば、被災の
あった地域の市町村別に「供給が止まった世帯数」を予想できる。
また、集中監視システムを導入することによっても把握可能となる。



LPガス設備の点検・復旧体制の整備 １．緊急対応と応急点検

３．応急点検

２．緊急対応（二次被害の防止）

１．発災直後

４．緊急対応・応急点検の基本



水没した機器には使用の可否を明確にする。 水に浸かった機器は再使用禁止として廃棄

緊急点検でバルブを閉 家屋からの容器回収 調査点検は必ず二人一組で 避難所へのLPガス供給

泥水や海水に浸かったガス機器の再使用は、その後に錆などが発生しガス漏れ等の二次災害につながるので要注意

２．復旧作業と水没容器の再使用禁止LPガス設備の点検・復旧体制の整備



災害に備え、各種保安ガイドをご活用下さい。

LPガス販売事業者は、都道府県、市区町村、LPガス協会等が行う共同防災訓練に積極的に参加し、
それぞれの事業所が整備した防災体制等が、災害発生時に円滑に機能できるか確認し、社員教育
及び資機材の確認等の教育・訓練を行ってください。
一般消費者等にも各所保安ガイド等を使って、災害時の対応を周知してください。

教育・訓練の実施と各種保安ガイド



ＬＰガス製造事業所における災害対策

① 容器流出防止措置
浸水想定の【高リスク】地域は外塀を強固にし、容器のベルト締め、網状のネット等の流出防止器具を設置する。

② 充填作業者の確保

 災害時において充填作業者が出社できない場合を想定して、充填作業マニュアルの作成と共に充填作業研修を実
施し、充填作業のできる者を育成。

  ③ 緊急措置方法の周知

緊急遮断装置及び散水装置の稼動方法を全ての関係者が操作できるように定期的に研修を行い周知する。
 ④ ＬＰガス発電機を保有

製造事業所にＬＰガス発電機を保有し、停電であっても供給できる体制とする。

 ⑤ 災害時委託充填(双務)契約
津波、全停電等を想定して、津波を受けない充填所及び中核充填所と「災害時委託充填(双務)契約」等を結ん

でおく。複数箇所と契約を行う。

⑥ ＬＰガスの在庫保有
災害時は供給不安や避難所等への供給に備え、在庫量を保有する。

⑦ 保有容器の管理

プラットホーム上にある容器の本数を把握しておく。また、特に廃棄容器について保管してあるものの本数も
把握しておく。廃棄容器についても流出防止措置をとる。

⑧ 避難行動の確認

平常時に被災時の判断基準を決めておくこと。
緊急避難先や難経路また、いつ従業員を避難させるかを決定する。⇒誰が指示を出すのか

避難する場合の電源遮断、製造設備の閉止するバルブ等を確認しておく。
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